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日本の将来推計人口（2012 年 1 月推計）によ
ると，65歳以上の高齢者人口と20～64 歳人口（現
役世代）の比をみると，2010 年には高齢者 1 人
に対して現役世代 2.6 人になっているが，2060






































































対象企業の業種はサービス業 7 社，製造業 6 社，
医療・福祉 4 社，協同組合 4 社，建設業 2 社，卸
売業・小売業 2 社，金融業・保険業 2 社，情報通
信業 1 社，その他 3 社であった．
企業の規模としては，正社員 50 人未満の企業
が 12 社（38.7％），正社員 50 人以上の企業が 19
社であった．正社員 50 人以上の企業のうち，２
社は正社員 500 人以上の企業であった．正社員
総数は 6,241 人で，うち男性正社員は 4,277 人
（67.7％），女性正社員が 2,014 人（32.3％）であっ
た．男性正社員の年代区分は，10 歳代・20 歳代 
859 人（20.3％），30 歳代 1,068 人（25.3％），40
歳代 1,352 人（32.0％），50 歳代 883 人（20.3％），
60 歳代以上 65 人（1.5％）であった．女性正社員
の年代区分は，10 歳代・20 歳代 513 人（25.5％），
30 歳代 564 人（28.0％），40 歳代 536 人（26.6％），















企業が 1 社，女性の利用者がいる企業は 19 社で
あった．介護休業制度では利用者がいると答えた
企業は，正社員数が 50 人以上の２企業であった．
この 2 企業の会社規模は大きく，正社員数 500
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  n=19 
％
育児休業制度
 改正法の法定を上回る充実を図った 4 12.9 0 4 21.1
 改正法の法定どおりに充実を図った 21 67.7 9 75.0 12 63.2
 改正前から改正法の法定レベル内容だったた 
め、対応しなかった 
1 3.2 0 1 5.3
 改正前から改正法を上回る内容だったため、 
対応しなかった 





 改正法の法定を上回る充実を図った 1 3.2 0 1 5.3
 改正法の法定どおりに充実を図った 24 77.4 9 75.0 15 78.9
 改正前から改正法の法定レベル内容だったた
め対応しなかった 
1 3.2 0 1 5.3
 改正前から改正法を上回る内容だったため、 
 対応しなかった 
0 0 0 



















 利用者あり 21 67.7 6 50.0 15 78.9 
7.6108.41性女・性男
 男性のみ 1 4.8 1 16.7 0 
 女性のみ 19 90.5 5 83.3 14 93.3 
 利用者なし 5 16.1 3 25.0 2 10.5 







 利用者なし 20 64.5 9 75.0 11 57.9 







 利用者なし 21 67.7 9 75.0 12 63.2 
 対象者なし 8 25.8 3 25.0 5 26.3 
3.5102.31答回無
13=n
表１　育児・介護休業法改正への対応状況（正社員 50 人未満・正社員 50 人以上別）
表２　 介護休業法の利用実績（正社員 50 人未満・正社員 50 人以上別）
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人以上の 2 社であった．２社のうち男性の利用者
が 1 社，女性の利用が 1 社であった．男性の介護
休暇利用者がいると答えた企業 1 社も，正社員数




















いう企業は 3 社（9.7％）であった． 













  女性は利用しやすいが男性は利用しにくい 9 29.0 3 25.0 6 31.6
  どちらかというと女性は利用しやすいが男性は利用しにくい 15 48.4 4 33.3 11 57.9
  どちらかというと男性は利用しやすいが女性は利用しにくい 0 
  男性は利用しやすいが女性は利用しにくい 0 
  男性と女性で利用しやすさに差がない 5 16.1 3 25.0 2 10.5
07.6125.62いないが者象対、いならかわ
介護休業制度
  女性は利用しやすいが男性は利用しにくい 1 3.2 0 1 5.3
  どちらかというと女性は利用しやすいが男性は利用しにくい 3 9.7 0 3 15.8
  どちらかというと男性は利用しやすいが女性は利用しにくい 0 0 0 
  男性は利用しやすいが女性は利用しにくい 0 0 0 
  男性と女性で利用しやすさに差がない 15 48.4 6 50.0 9 47.4
  わからない、対象者がいない 12 38.7 6 50.0 6 31.6
介護休暇
  女性は利用しやすいが男性は利用しにくい 1 3.2 0 1 5.3
  どちらかというと女性は利用しやすいが男性は利用しにくい 3 9.7 0 3 15.8
  どちらかというと男性は利用しやすいが女性は利用しにくい 0 0 0 
  男性は利用しやすいが女性は利用しにくい 0 0 0 
  男性と女性で利用しやすさに差がない 15 48.4 6 50.0 9 47.4
  わからない、対象者がいない 12 38.7 6 50.0 6 31.6
n=31
表３　 介護休業法の利用しやすさ（正社員 50 人未満・正社員 50 人以上別）
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 制度利用者の代替要員の確保が難しい 17 54.8 7 58.3 10 36.8
 部署における業務内容や職種によって、制度の 
 利用のしやすさに格差が生じる 
13 41.9 4 33.3 9 47.4
 制度利用の対象外となる人が負担感や不公平感を 
 感じてしまう 
10 32.3 3 25.0 7 36.8
 制度利用者に対する人事評価が難しい 6 19.4 3 25.0 3 15.8
 従業員に法律の内容や取り組みの意義について周 
 知が進まない 
5 16.1 1 8.3 4 21.1
 制度運用のための職場のマネジメントが難しい 4 12.9 3 25.0 1 5.3
 管理職の対応によって、制度を利用しやすい部署と 
 しにくい部署が出てくる 
4 12.9 2 16.7 2 10.5
 経営トップの理解や協力を得ることが難しい 3 9.7 1 8.3 2 10.5
 制度を検討するための体制整備や担当者の時間確 
 保が難しい 
1 3.2 0 1 5.3
 自社に合わせて、どのように制度設計したらよいか 
 が難しい 




表 4　 ・ ，対応を進めていく上での課題（正社員 50 人未満・正社員 50 人以上別） 
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藤本らは「介護の社会化の促進の中で，強制され
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Adjusting to and Implementing the Revised Child Care and Family 
Care Leave Law: Discussion of supporting men in coping both with 
work and nursing care
Kiyomi HIKO，Syuichi OOKI
Abstract
　The purpose of this study is to understand how companies in Ishikawa Prefecture have 
responded to the revised Child Care and Family Care Leave Law and introduced the child care and 
family care leave system and to discuss the way of supporting male workers in coping both with 
work and family caregiving. Mail self-administered questionnaires were distributed to 59 companies 
in Ishikawa Prefecture and 31 companies of them responded (52.5% response rate). The result 
shows that in 21 companies (67.7% of the respondent companies) the system of child care leave has 
been used by their employees. In only 2 companies (6.5% of the respondent companies) the system 
of family care leave has been used by their employees. According to the result, with regard to the 
use of the family care leave system, the difference between men and women is not recognized at 
this point. It is considered that, as men’s taking part in child-rearing has been acknowledged widely 
in the society, expanding support for men to cope both with their career and giving nursing care 
will result in providing support for all family caregivers including female caregivers to balance 
both.
Keywords　Family Care, work life balance, male care giver
